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損害保険ジャパン日本興亜株式会社 長野支店 長野支社

損保ジャパン日本興亜

平成28年１月
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受付時間：平日の午前９時から午後５時まで

平成28年 3 月18日（金）郡市医師会必着
平成28年 5 月 1 日午後 4時から 1年間
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一般社団法人長野県医師会

一般社団法人長野県医師会
長野県長野市大字三輪1316番地9



　個人情報保護法が、平成15年５月に公布（一部施行）され、平成17年４月に全面施行されま
したが、ＩＴ化の促進、それを受けた情報伝達手段の高度化等を背景に、個人情報の取扱いに
関する意識が変わってきました。また平成27年10月にはマイナンバー制度が導入され、個人情
報の取扱いに関して、ますます意識が高まっているといえます。
　個人情報については、その目的や様態を問わず、個人情報の性格と重要性を十分認識し、適
正な取扱いを図る必要がありますが、医療分野は、取扱う個人情報の性質や利用方法等から特
に適正な取扱いの厳格な実施を確保する必要がある分野の１つであるとされています。

診察記録・処方箋・患者本人情報・家族構成・過去の既往歴（本人、家族とも）・
生活習慣・医療費・薬剤の販売記録・要介護度・介護記録・マイナンバー・保険証番号 等

医療機関における
個人情報の例



被保険者が加入依頼書に記載の施設以外に他の施設を開設し他の施設との間で個人情報を共同利用して
いる場合、個人情報の漏えいがいずれの施設の業務遂行によるものかが不明であるときは、被保険者が
開設し個人情報を共同利用している全ての施設が損保ジャパン日本興亜が保険金を支払うべき個人情報
取扱事業者賠償責任保険に加入している場合にかぎり、一連の損害賠償請求に起因する損害について、
それぞれの施設の保険金額の最も高い保険金額を限度にお支払いします。

一連の損害賠償請求について、被保険者を同一とする他の個人情報取扱事業者賠償責任保険契約がある
場合は、被保険者ごとに他の保険契約と合算して10億円を限度とします。
※被保険者の同一性は、所在地・名称にかかわらず法人格をもって判断します。

長野県医師会の会員で、かつ、病院（一般・精神・結核・療養病床）、介護老人保健施設を対象としま
す。
※自治体立病院（県立病院など）、医師会立病院などがご加入になる場合、当該医療施設の業務に関する部分のみが
対象となり、その他自治体、医師会の業務は対象外となります。



また

損保ジャパン日本興亜の事前の承
認が必要です。

本人の精神的苦痛に対する慰謝料
（漏えいした情報の内容により異な
ります。）、情報の漏えいにより生じ
た第三者の経済的な損失に対する損
害賠償金　等

法律上の賠償責任を負担すべき個人情報の漏えいが生じ
た、またはそのおそれが生じたことにより、ブランド価
値のき損を縮減する（ブランドプロテクト）ための措置
を実施する場合は、保険期間中にその謝罪のための会
見、広告または文書の送付を行うことを要件として、そ
れらの措置に要する費用について保険金をお支払いしま
す。





（注）

（注）　使用人等犯罪行為復活担保に関する追加条項により、使用人等の犯罪行為による漏えいは補償対象となります。



通知義務（ご契約締結後における注意事項）

○保険契約者（団体）は、本契約に関する個人情報を、損保ジャパン日本興亜に提供します。
○損保ジャパン日本興亜は、本契約に関する個人情報を、本契約の履行、損害保険等損保ジャパン日本興亜の取り扱う商品・各種サービスの案内・提供、
等を行うために取得・利用し、業務委託先、再保険会社、等に提供を行います。なお、保健医療等の特別な非公開情報（センシティブ情報）につい
ては、保険業法施行規則により限定された目的以外の目的に利用しません。詳細につきましては、損保ジャパン日本興亜公式ウェブサイト
（http://www.sjnk.co.jp/）に掲載の個人情報保護宣言をご覧くださるか、取扱代理店または損保ジャパン日本興亜営業店までお問い合わせ願います。
申込人（加入者）および被保険者は、これらの個人情報の取扱いに同意のうえ、ご加入ください。

（注）加入依頼書等に記載された事実の内容に変更を生じさせる事実が
発生した場合で、その事実の発生が被保険者に原因がある場合は、
あらかじめ取扱代理店または損保ジャパン日本興亜にご通知くだ
さい。その事実の発生が被保険者の原因でない場合は、その事実
を知った後、遅滞なく取扱代理店または損保ジャパン日本興亜に
ご通知が必要となります。

●この保険契約は、保険種類に応じた特約条項および追加条項によって構
成されています。特約条項および追加条項の詳細につきましては、取扱
代理店または損保ジャパン日本興亜にご照会ください。

●加入依頼書等の記載内容が正しいか十分にご確認ください。
●この保険契約の保険適用地域は日本国内となります。
●この保険契約について、損害賠償請求が訴訟により提起された場合、損
保ジャパン日本興亜は日本国内の裁判所に提起された訴訟による損害の
みを補償します。
●引受保険会社が経営破綻した場合または引受保険会社の業務もしくは財
産の状況に照らして事業の継続が困難となり、法令に定める手続きに基
づき契約条件の変更が行われた場合は、ご契約時にお約束した保険金・
解約返れい金等のお支払いが一定期間凍結されたり、金額が削減される
ことがあります。
●この保険については、ご契約者が個人、小規模法人（引受保険会社の経
営破綻時に常時使用する従業員等の数が20名以下である法人をいいま
す。）またはマンション管理組合（以下あわせて「個人等」といいます。）
である場合にかぎり、損害保険契約者保護機構の補償対象となります。
補償対象となる保険契約については、引受保険会社が経営破綻した場合
は、保険金・解約返れい金等の８割まで（ただし、破綻時から３か月ま
でに発生した事故による保険金は全額）が補償されます。なお、ご契約
者が個人等以外の保険契約であっても、その被保険者である個人等がそ
の保険料を実質的に負担すべきこととされているもののうち、その被保
険者にかかる部分については、上記補償の対象となります。
　損害保険契約者保護機構の詳細につきましては、取扱代理店または損保
ジャパン日本興亜までお問い合わせください。
●クーリングオフ（ご契約のお申込みの撤回等）について
　この保険契約はクーリングオフの対象とはなりません。

●保険契約にご加入いただく際には、ご加入される方ご本人が署名または
記名捺印ください。
●加入者証は大切に保管してください。なお、ご加入のお申し込み日から
２か月を経過しても加入者証が届かない場合は、損保ジャパン日本興亜
までお問い合わせください。
●この保険の保険期間（保険のご契約期間）は原則として１年間となりま
す。個別の契約により異なる場合がありますので、実際にご契約いただ
くお客様の保険期間につきましては、加入依頼書等にてご確認くださ
い。
●この保険契約の保険料算出基礎となる病床数については、正確にご申告
をいただきますようお願いします。
●取扱代理店は損保ジャパン日本興亜との委託契約に基づき、お客さまか
らの告知の受領、保険契約の締結・管理業務等の代理業務を行っており
ます。したがいまして、取扱代理店とご締結いただいて有効に成立した
ご契約につきましては、損保ジャパン日本興亜と直接契約されたものと
なります。
●ご契約を解約される場合には、取扱代理店または損保ジャパン日本興亜
までお申し出ください。解約の条件によっては、損保ジャパン日本興亜
の定めるところにより保険料を返還、または未払保険料を請求させてい
ただくことがあります。詳しくは取扱代理店または損保ジャパン日本興
亜までお問い合わせください。
●指定紛争解決機関
　損保ジャパン日本興亜は保険業法に基づく金融庁長官の指定を受けた指
定紛争解決機関である一般社団法人日本損害保険協会と手続実施基本契
約を締結しています。損保ジャパン日本興亜との間で問題を解決できな
い場合は、一般社団法人日本損害保険協会に解決の申し立てを行うこと
ができます。

⑴保険契約者または被保険者の方には、保険契約締結の際、告知事項につ
いて、損保ジャパン日本興亜に事実を正確に告げていただく義務（告知
義務）があります。

⑴保険契約締結後、告知事項に変更が発生する場合、取扱代理店または損
保ジャパン日本興亜までご通知ください。ただし、その事実がなくなっ
た場合は、ご通知いただく必要はありません。

⑵以下の事項に変更があった場合にも、取扱代理店または損保ジャパン日
本興亜までご通知ください。ご通知いただかないと、損保ジャパン日本
興亜からの重要なご連絡ができないことがあります。

⑷重大事由による解除等
　保険契約者または被保険者が暴力団関係者、その他反社会的勢力に該当
すると認められた場合などは、保険金をお支払いできないことや、ご契
約が解除されることがあります。

⑵保険契約締結の際、告知事項のうち危険に関する重要な事項（注）につ
いて、故意または重大な過失によって事実を告げなかった場合または事
実と異なることを告げた場合には、ご契約が解除することや、保険金を
お支払いできないことがあります。
　（注）告知事項のうち危険に関する重要な事項とは以下のとおりです。

加入



１．以下の事項を遅滞なく書面で通知してください。
　＜１＞事故発生の日時、場所、事故の状況、被害者の住所・氏名・名称
　＜２＞上記＜１＞について証人となる者がある場合は、その者の住所および氏名または名称
　＜３＞損害賠償の請求の内容
２．他人に損害賠償の請求をすることができる場合は、その権利の保全または行使に必要な手続をしてください。
３．損害の発生および拡大の防止に努めてください。
４．損害賠償の請求を受けた場合は、あらかじめ損保ジャパン日本興亜の承認を得ないで、その全部または一部を承認しないようにしてください。ただし、
被害者に対する応急手当または護送その他の緊急措置を行うことを除きます。

５．損害賠償の請求についての訴訟を提起し、または提起された場合は、遅滞なく損保ジャパン日本興亜に通知してください。
６．他の保険契約や共済契約の有無および契約内容について、遅滞なく通知してください。
７．上記の１．～６．のほか、損保ジャパン日本興亜が特に必要とする書類または証拠となるものを求めた場合は、遅滞なく、これを提出し、損保ジャパン
日本興亜の損害の調査に協力をお願いします。

●示談交渉は必ず損保ジャパン日本興亜とご相談いただきながらおすすめください。事前に損保ジャパン日本興亜の承認を得ることなく損害賠償責任を認め
たり、賠償金等をお支払いになった場合は、その一部または全部について保険金をお支払いできなくなる場合がありますので、ご注意ください。
●この保険では、保険会社が被保険者に代わり示談交渉を行うことはできません。
●保険金のご請求にあたっては、次の書類のうち、損保ジャパン日本興亜が求めるものを提出してください。

●損保ジャパン日本興亜は、被保険者が保険金請求の手続を完了した日から原則、30 日以内に保険金をお支払いします。ただし、以下の場合は、30 日超の
日数を要することがあります。
　①公的機関による捜査や調査結果の照会　②専門機関による鑑定結果の照会　③災害救助法が適用された災害の被災地域での調査　④日本国外での調査
　⑤損害賠償請求の内容や根拠が特殊である場合
　上記の①から⑤の場合、さらに照会や調査が必要となった場合、被保険者との協議のうえ、保険金支払の期間を延長することがあります。
●保険契約者や被保険者が正当な理由なく、損保ジャパン日本興亜の確認を妨げたり、応じなかった場合は、上記の期間内に保険金が支払われない場合があ
りますのでご注意ください。
●賠償責任保険の保険金に質権を設定することはできません。
●被害者が保険金を請求する場合、被害者は保険金請求権に関して、損保ジャパン日本興亜から直接、保険金を受領することが可能な場合があります。
　詳細につきましては取扱代理店または損保ジャパン日本興亜までお問い合わせください。

事故が起こった場合は、ただちに損保ジャパン日本興亜または取扱代
理店までご連絡ください。平日夜間、土日祝日の場合は、下記事故サ
ポートセンターまでご連絡ください。

事故状況説明書、罹災証明書、交通事故証明書、メーカーや修理業者などからの原因調査報告
書　等

保険の対象の時価額、損害の額、損害の
程度および損害の範囲、復旧の程度等が
確認できる書類

※上記受付時間外は、損保ジャパン日本興亜または取扱代理店ま
でご連絡ください。

【窓口：事故サポートセンター】

◆このパンフレットは概要を説明したものです。詳細につきましては、普通保険約款、特約条項、追加条項等をご確認く
ださい。また、ご不明な点については、取扱代理店または損保ジャパン日本興亜までお問い合わせください。
◆ご契約者と被保険者（保険の補償を受けられる方）が異なる場合は、被保険者となる方にもこのパンフレットに記載し
た内容をお伝えください。

、災害補償規程、補償金受領書　等
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②「保険料見積り依頼書」および「告知事
項等申告書」に必要事項をご記入いただ
き、損保ジャパン日本興亜へＦＡＸでお
送りください。

28

●団体割引は、本団体契約の前年のご加入実績により決定しています。次年度以降、割引率が変更となることがありますので、あらかじ
めご了承ください。





損害保険ジャパン日本興亜株式会社　行

026（235）8064





※署名者および被保険者は、募集文書または損保ジャパン日本興亜公式ウェブサイト（http://www.sjnk.co.jp/）
　に掲載の個人情報の取扱いに同意します。

　個人情報保護に関するコンプライアンスプログラムの運用について、以下
の外部機関による監査を実施し、認証等を取得していますか。
Ａ．一般財団法人 日本情報処理開発協会（JIPDEC）のプライバシーマーク
（Pマーク）制度
Ｂ．情報セキュリティマネジメント（ISMS）適合性評価制度
Ｃ．ISO/IEC27000シリーズ（または英国規格協会のBS7799）

＜ご注意＞この告知事項等申請書は、業務過誤賠償責任保険普通保険約款第９条（告知義務）に規定する「保険契約申込書および、その
付属書類の記載事項」に該当し、保険契約締結時における告知書として保険証券に添付されますので、全ての項目について正確にご記入
くださいますようお願いします。ご申告内容に事実と異なる記載がある場合には、保険金をお支払いできないことがありますのでご注意
ください。ご契約の際には、保険契約の締結に先立ち、この告知事項等申告書に代表者のご署名、ご捺印をお願い致します。





※申込人（加入者）および被保険者は、募集文書または損保ジャパン日本興亜公式ウェブ
　サイト（http://www.sjnk.co.jp/）に掲載の個人情報の取扱いに同意します。




